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消費地の卸売市場を中心とする水産物の現

状の取引が、EDI標準メッセージを使用する

と、どのような流れになるのか、以下にご紹

介します。現在では、商談情報や取引の確定

情報、また訂正などもFAXや電話で行われて
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EDIによる取引11
いることが多いと思います。EDI標準メッ

セージを利用する取引では、商談などは現状

のまま行い、例えば「送り状」などの確定し

た情報をEDI標準メッセージで取引相手に送

信します。

消費地卸売市場 
出荷者からの出荷確定 

（送り状）情報が情報の起点 

販売可能な商品情報の 
追加が可能 

（2）出荷確定情報 

（4）仕切情報 
（事故情報含む） 

商品 

（1）発注情報 

（6）請求情報 

（3）入荷確定情報 

（1）発注情報 

商品 

（5）売渡（分荷）情報 

（7）請求情報 

（相対品のみ） 
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委託品のメッセージ利用

1. 委託品の取引
出荷者から卸売業者へ委託品（主に鮮魚）と

して出荷される場合の、EDI標準メッセージの

標準的な利用方法を示します。委託品の場合

は、卸売業者から出荷者への発注（買付）情報

がありません。この場合は、出荷者から卸売

業者へ送信される出荷確定情報がEDI取引の

起点となり、卸売業者から仲卸業者への入荷

確定情報へと続きます。卸売業者は、入荷確

定情報に委託残品を含めることが可能です。ま

た、送り状や電話で受けた情報を、卸売業者

が自らデータ入力をして情報の流れの起点と

することも可能です。

委託品ですので、出荷者から卸売業者への

請求情報はありません。卸売業者から出荷者

への仕切情報、卸売業者から仲卸業者／買参

人への売渡情報および請求情報をもって、一

連の情報の流れが完結します。



23

導
入
編

卸売業者が出荷者に対して買付品（主に養

殖魚・冷凍品・加工品等）として取扱う場合

の、EDI標準メッセージの標準的な利用方法

を示します。買付品の場合は、卸売業者が在

庫との兼ね合いを見て出荷者に送信する発注

（買付）情報がEDI取引の起点となります。受

注を確認し、出荷商品を確定した出荷者が、

各卸売業者へ出荷確定情報を送信し、卸売業

者から仲卸業者への入荷確定情報へと続きま

2. 買付品の取引
す。卸売業者は、入荷確定情報に在庫品を含

めることが可能です。

以降は委託品と同様に、仲卸業者／買参人

からの発注情報、卸売業者から出荷者への仕

切情報、卸売業者から仲卸業者／買参人への

売渡情報および請求情報が流れます。また、

買付品ですので、出荷者から卸売業者へ請求

情報が流れることになります。
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（1）発注情報 

（2）出荷確定情報 （3）入荷確定情報 

（1）発注情報 

（4）仕切情報 

商品 

（6）請求情報 （7）請求情報 

商品 

消費地卸売市場 

在庫情報の追加が可能 

（5）売渡（分荷）情報 

卸売業者からの発注 
（買付）情報が情報の起点 

（事故情報含む） 

メッセージの利用方法　買付品の場合例
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EDIによる取引1
寄託者（保管や入出庫を依頼する側。出荷

者、卸売業者、仲卸業者／買参人等）と、冷蔵

倉庫事業者との間で電子データのやり取りを

する際の、EDI標準メッセージの標準的な利用

方法を示します。特にどの情報を起点にする

ということはありませんが、基本的には寄託者

側から冷蔵倉庫に依頼情報を送信し、その報

告を冷蔵倉庫から寄託者に送信するという流

れになっています。入庫依頼に対する入庫報

告、出庫依頼に対する出庫報告、名義変更依

頼に対する名変入庫報告、といったぐあいで

す。さらに、冷蔵倉庫から寄託者への定期的な

情報として、倉庫料金請求情報や在庫報告情報

があります。

また、寄託者（集荷を依頼する側）と、運送

会社とで電子データのやり取りをする場合は、

寄託者が運送会社に集荷の依頼情報を送信し、

運送会社が集荷・配送後、決められた請求サイ

トごとに運送会社から寄託者へ運賃の請求情

報を送信する、といった流れになっています。

3. 冷蔵倉庫・運送会社との取引

 

（10）出庫依頼情報 
（名義変更依頼含む）   

（11）出庫報告情報 

（13）倉庫料金請求情報 

（14）在庫報告情報 

（12）名変入庫 
報告情報 

（15）集荷依頼情報 

（16）集荷運賃請求情報 

新
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（8）入庫依頼情報 

（9）入庫報告情報 

メッセージの利用方法　冷蔵倉庫・運送会社とのやり取り
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EDI標準メッセージは、一度入力した情報を

取引先でも利用できること、また送信した

データが返ってくることが特徴です。EDI標準

メッセージを利用する主な効果について、以

下に出荷者－卸売業者間、卸売業者－仲卸業

者／買参人間に分けて示します。

①「出荷確定情報」の活用(委託品の場合)

出荷者－卸売業者間の取引では、委託品

の場合「送り状」が商品とともに卸売業者に

届けられ、卸売業者の事務室で商品情報や

出荷者情報などがコンピュータに入力され

ます。「送り状」は出荷者のフォーマットであ

ったり卸売業者のフォーマットであったり

と様々で、商品名も出荷者独自の名称が使

用されている場合には、卸売業者がデータ

入力する際に、自社で統計・分析に使用し

ている商品名やコードに変えて入力をして

います。このため、入力作業に手間がかか

り、ミスも生じやすくなります。

また、出荷者が卸売業者指定の「送り状」

を使用する場合には、自社で管理用に出荷

商品のデータ入力を行っていても、「送り状」

や商品の名称が指定されている場合には、

出荷先の卸売業者毎に「送り状」を別途作成

する必要があります。

●出荷者における「出荷確定情報」の活用と

効果

水産物EDIメッセージは、委託品の場合出

荷者が「出荷確定情報」のデータ入力をする

ところからデータの流れが始まります。これ

まで、自社の出荷商品の管理のためにデー

タ入力していた出荷者にとっては、そのデー

タをEDI標準メッセージで送信することによ

り、改めて出荷先ごとの「送り状」を作成し

たり、出荷データをFAXで送信する必要が

なくなります。また、標準商品コードを利用

すれば、自社での商品名と卸売業者の商品

名が異なる場合でも、画面上ではお互いに

そのままの名称を使用することができます。

●卸売業者における「出荷確定情報」の活用

と効果

卸売業者では、これまで報告用や自社の

帳票、経営資料のためにデータ入力をして

いたところを、出荷者から送信される「出荷

確定情報」を自社システムに取り込んで使用

することができ、作業の軽減とミスの削減

につなげることが期待できます。また、「出

荷確定情報」は商品の出荷とほぼ同時に確

定して送信されるため、これまで商品の入荷

時に受け取っていた「送り状」を元にした入

力より早期にデータ入手が可能になります。

取引電子化の主な効果・改善点22

1. 出荷者－卸売業者間
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②「発注情報」の活用(買付品の場合)

買付品の場合は、卸売業者から出荷者に

電話やFAXで注文が届きます。出荷者では

卸売業者からきた注文をコンピュータに入

力したり、自社のフォーマットの用紙に転記

したりしています。注文に基づいて出荷す

るわけですが、その際納品書や請求書も作

成します。

卸売業者では、発注したものと実際に届

いた商品を確認し、販売商品としてコン

ピュータに入力しています。

送り状 
送り状 送り状 

送り状 
送り状 

送り状 
送り状 

出 荷 者 

出荷集計票 

入荷集計票 

取引先毎に転記 

《現状》 

取引先毎に送付 
されてくる 

FAX、商品と同時に送付 

 

入力 

卸売業者 

 

《EDI 導入後》 

出 荷 者 

出荷確定情報 

卸売業者 
 

出荷情報 入荷情報 

●出荷者における「発注情報」の活用と効果

これまで電話やFAXで来ていた注文が

「発注情報」で受信できるため、コンピュー

タへの入力作業および入力ミスもなくなり

ます。また、折り返しで「出荷確定情報」

を作成できます。

塩蔵・塩干・加工品の場合は、JANコー

ドで発注可能な商品が多く、JANコードが

使用されれば、商品にJANコードがソース

マーキングされているため、出荷検品にお

けるデータと商品との突合せを自動的に行

うことが可能です。

取引電子化の主な効果・改善点2
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納品書 
納品書 

発注書 
発注書 

納品書 
納品書 

発注書 
発注書 
発注書 

納品書 
納品書 

発注書 

出 荷 者 

受注票 

転記、入力 

転記、出力 

《現状》 

発注票 

取引先毎に作成 

電話・FAX 等 

送付・FAX  等 

 

目視にる 
突合せよ 

卸売業者 

 

《EDI 導入後》 

出 荷 者 

自動的に作成 

発注情報 

出荷確定情報 

卸売業者 
 

自動的に 
突合せ 

受注情報 

出荷情報 入荷情報 

発注情報 

●卸売業者における「発注情報」の活用と効果

買付品の場合、卸売業者から出荷者に対

しての「発注情報」からEDIメッセージが

始まります。卸売業者で作成する「発注情

報」は、その折り返しとして出荷者からの

納品書にあたる「出荷確定情報」となって

送信されてきます。EDIメッセージには伝

票ナンバーや明細ナンバーがありますので、

それらをキーとして、これまで目視で行っ

ていた「発注情報」と「出荷確定情報」の

突合せを自動的に行うことができます。
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③｢仕切情報｣の活用

「仕切情報」は出荷者からの「出荷確定情

報」に卸売業者の販売結果等の情報が付加

されて、折り返しで送信されます。「出荷確

定情報」で入力された明細ナンバーをキー

として｢仕切情報｣が作成されるため、大量

の商品を出荷する出荷者にとっては、これ

までのように卸売業者が送り状やFAXなど

を元に入力したデータと、自社の送り状や

入力した出荷情報との突合せを目視で行う

作業をなくすことができます。

送り状 
送り状 
送り状 

仕切書 
仕切書 
仕切書 

仕切書 
仕切書 
仕切書 

仕切書 
仕切書 
仕切書 

送り状 
送り状 
送り状 

《現状》 
出 荷 者 

目視による 
突合せ 

電話・FAXで速報連絡 

  

郵送 

卸売業者 

取引先毎に送付されてく 

入力 

販売結果 
入力 

販売結果 
入力 

 

出力 

出力 

入荷情報 

FAX・商品とともに送付 

《EDI 導入後》 

出 荷 者 

出荷確定情報 

仕切情報 

伝票ナンバー、明細 
ナンバーがキー 

郵送 

自動的に 
突合せ 

 
出荷情報 

仕切情報 

卸売業者 

入荷情報 

 

仕切情報 

自動的に作成 

取引電子化の主な効果・改善点2
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卸売業者から提供される販売可能な商品に

ついての情報、またそれに対しての仲卸業者／

買参人からの注文は、電話やFAXで行われて

います。また、販売結果の請求速報について

も、取引後紙に記載されて仲卸業者／買参人

に配布されています。卸売市場によっては、卸

売業者に仲卸業者毎のメールボックスがあり、

仲卸業者が取りに来たりしています。

①「入荷確定情報」の活用と効果

卸売業者は、出荷者からの「出荷確定情

報」に在庫品など販売可能な商品を追加して

仲卸業者／買参人への「入荷確定情報」を作

成することができ、これまでの電話やFAX

での連絡が不要になります。

仲卸業者はこの「入荷確定情報」を利用し

て「発注情報」を作成し、卸売業者に送信す

ることが可能となります。「発注情報」は「入

荷確定情報」の折り返しですので、伝票ナン

バーや明細ナンバーで自動的に内容の突合

せを行うことができます。

2. 卸売業者－仲卸業者／買参人間

発注票 
発注票 

入荷情報 
入荷情報 
入荷情報 

発注票 
発注票 
発注票 

入荷情報 
入荷情報 
入荷情報 

発注票 

《現状》 
卸売業者 業者／買参人 

仲卸業者／買参人 

電話・FAX

電話・FAX

転記・入力 

《EDI 導入後》 

卸売業者 
入荷確定情報 

画面上で作成 

発注情報 

伝票ナンバー、明細 
ナンバーがキー 

発注情報 発注情報 

入荷情報 入荷情報 

目視による 
突合せ 



30

②「売渡情報」の活用と効果

卸売業者は、毎日各仲卸業者／買参人毎

に請求速報を印刷して配布する必要がなく

なります。

仲卸業者／買参人においても、どの卸売

業者からの仕入結果も同じフォーマット、画

面で見ることができますし、自社の経理処

理等のためのデータをコンピュータに再入

力する必要がなくなります。

仮請求書 
仮請求書 
仮請求書 

仮請求書 
仮請求書 
仮請求書 

↓ 

《現状》 

《EDI 導入後》 

卸売業者 仲卸業者／買参人 

配布 

確認→転記・入力 

仲卸業者／買参人 卸売業者 

確認 

自動的に作成 

売渡（分荷）情報 売渡情報 売渡情報 

仕入台帳 

仕入台帳 

取引電子化の主な効果・改善点2
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EDIシステムは、一般的に下図のような手順

を踏んで導入します。EDIシステムは単に電話

やFAXをオンラインデータ交換に置き換える

だけでなく、導入を機会に取引業務や社内業

務のやり方を根本的に見直すことを視野に入

れること、また情報収集などにも活用してい

くことが導入効果を大きくすることにつなが

ります。

具体的にEDIを理解するために、次項にご

紹介するように無償の水産物標準アプリケー

ション･ソフトウェアを導入して、EDI を体験

してみることもできます。さらに、水産物標準

アプリケーション･ソフトウェアをカスタマイ

ズ（改修）したり、体験を基に新たなシステム

の設計・構築を行うなど少ない情報投資でEDI

を導入することもできます。

導
入
編

EDI導入の手順33

開発・導入 

①業務フローの検討 

②EDI導入技術の検討 

③取引先との調整 

①自社データ項目の抽出（標準メッセージ項目との対応付け） 

②自社コードと標準商品コードの対応付け 

③運用スケジュールの検討 

④システム構成の検討・決定 

導
　

入
　

準
　

備 

導
　
入
　
計
　
画 

ＥＤＩ導入の手順(例)



②自社コードと標準商品コードの対応付け

EDIを行うためには、企業間のネットワー

ク上で交換される商品コードは、どの企業

でも理解が可能な標準商品コードとしなけ

ればなりません。一般に、各社の基幹系シ

ステムや情報系システムで使用されている

商品コードは、その企業の管理レベルに対

応したものであるため、その商品コードそ

のものを変更することは難しいでしょう。そ

の場合には、EDIを行う際に自社コードを標

準商品コードに変換する必要があります。ま

た、自社コードではなくても、卸売市場内や

特定業者間で共通の商品コードを設定して

32

EDI導入の手順3
①業務フローの検討

EDI システムの導入にあたっては、導入

によって、現在の業務をどのように改善して

いくかを検討する必要があります。最初か

ら全てを電子化せずに、部分的に取り入れ

ながら少しずつ進めることが有効な場合も

あります。

②ＥＤＩ導入技術の検討

他の関連業界も含めたEDI標準化の動向

や普及状況、通信ネットワークの種類、通信

制御やトランスレータのソフトウェア、自社

で開発しなければならないアプリケーショ

ン・ソフトウェアなど、EDIシステムに必要

なシステム技術や導入手順などについての

検討を行います。必要に応じて、外部の専

門家の支援を求めます。

③取引先との調整

EDIは取引先とのデータ交換ですので、取

引先についても検討が必要です。全ての取

引先と同時に進めるのは現実的ではありま

せん。取引先の中にはすぐに対応できない

ところもあります。EDIシステムの導入は、

多くの商品を取り扱う企業に大きなメリッ

トがあることから、取引量が多い取引先を

優先し、段階的に拡大する等のステップを

検討します。

また、自社の業務フローと同時に取引先

の業務フロー等の改善も必要になる場合が

ありますので、関係者に理解を得ることが

重要です。さらに、それぞれの導入コストと

運用コストの算出や、段階的な導入にあ

たっての費用算出も必要となります。

1. 導入準備

2. 導入計画
①自社データ項目の抽出

導入準備が整ったあとは、企業間でデー

タ交換を行うために必要となるデータ項目

を整理します。

具体的には、現在使用している自社内の

各種伝票や、データフォーマット（既存シス

テムを利用している場合）から、必要な項目

を抽出します。抽出した自社データ項目は、

標準メッセージとの比較検討を行いやすく

するため、標準メッセージ毎の項目一覧表

を整理します。
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いる場合にも、標準商品コードと置き換え

る必要があります。自社コードと標準商品

コードの対応付けについては、解説編で改

めてご紹介します。

なお、社内の商品コード体系の見直しを

検討して、標準商品コードを社内の商品

品名マスタ 
品名マスタ 

品名マスタ 

既存システム 

または 

各種伝票 

仕入伝票 
請求書 

売渡情報 uriwatashi.dat

入荷確定情報 nyukakakutei.dat

仕切情報 shikiri.dat

標準メッセージ 
データ項目 社内ファイル 

自社データ項目の抽出

コードとして採用することも考えられます。

この場合は、変換作業が必要ありませんの

で、導入がより簡単になります。EDIを導入

するにあたって、一度社内の業務を見直し、

商品コードのあり方を考えてみるのもよい

かもしれません。



③運用スケジュールの検討

EDIの導入対象となる業務に関して、自

社および関係する企業との間で運用スケジ

ュールを作成する必要があります。この運

用スケジュールを用いながら、送信する情

報内容やタイミング等、EDIを行う上で必

要となる以下のような項目について検討し

ます。

・EDIシステム導入後、本稼動に向けての運

用体制について

・EDIによる取引が安全かつ確実に行われる

ための対策

・障害が発生した場合の影響を最小限に抑

えるための対策

・システム運用上の費用負担について
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これらの内容は実際に運用する際には、

EDI標準契約やEDI運用規約として具体的

に記述し、取引相手と文書を取り交わしま

す。(EDI標準契約／運用規約については、

巻末資料4をご参照下さい。)

④システム構成の検討・決定

ネットワーク構成や、ハードウエア、ソフ

トウエアの構成を検討・決定します。EDI標

準メッセージのデータ交換は、「EDIFACTト

ランスレータおよびＨ手順通信ソフトを利

用したシステム構成」を推奨していますが、

Web-EDIでも標準メッセージ項目や標準商

品コードを使用して、データ交換を行うこと

ができます。

（Ⅰ）送信側（Ａ社）は、自社の固定長のユーザデータを標準メッセージで規定された規則に従い、トラン

スレータでEDI標準メッセージに組み立てます。

（Ⅱ）標準通信プロトコルで標準メッセージを送受信します。

（Ⅲ）受信側（Ｂ社）は、受信したEDI標準メッセージをトランスレータで、自社の固定長データに変換し

ます。

業
務
シ
ス
テ
ム 

固定長 
ユーザ 
データ 

EDI標準  
メッセージ 

トランス 
レータ 

EDI標準 
メッセージ 

固定長 
ユーザ 
データ 

トランス 
レータ 

業
務
シ
ス
テ
ム 

H手順通信ソフト H手順通信ソフト 

Ａ社（送信側） Ｂ社（受信側） 

（Ⅰ） 

（Ⅱ） 

（Ⅲ） 

Ｈ手順手順 Ｈ手順 

インターネット 
専用回線専用回線 
LANLAN

インターネット 
専用回線 
LAN

ＥＤＩ標準メッセージのデータ交換方式（推奨方式）

EDI導入の手順3
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現在、自社システムを持っていない場合に

は、水産物標準アプリケーション･ソフトウェ

アを導入することが、EDI取引を行う早道でし

ょう。以下に水産物標準アプリケーション・ソ

フトウェアについてご紹介します。詳しくは、

「水産物取引業務標準ソフトウェア　導入・利

用マニュアル」やCD-ROMに添付される「ソフ

トウェア取扱説明書」などをご覧下さい。

導
入
編

水産物標準
アプリケーション･ソフトウェアの導入

44

1. 水産物標準アプリケーション・ソフトウェアの特徴
水産物標準アプリケーション･ソフトウェア

には、以下のような特徴があります。

①標準化対応

すでに自社システムを構築している場合

は、サイズなどのさまざまな規格や産地な

どをひとまとめにして商品コードを設定され

ていることでしょう。水産物標準アプリケー

ション・ソフトウェアは、取引先とのデータ

交換用のコードとして水産物標準商品コード

を使うことを前提にしていますが、使い慣れ

た自社コードはそのまま利用することがで

きるよう開発されています。

自社コードと標準商品コードは、次の画面

図のように対応付けしてマスタ登録します。

自社コード 

自社商品名 標準品名 

標準商品属性 

水産物標準商品コード 
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水産物標準アプリケーション・ソフトウェアの導入4

ーデータ連携ー

水産物標準アプリケーション・ソフト

ウェアは、

●受信・作成したデータをCSVファイル形式

で出力する（Export機能）

●外部で作成したCSVファイル形式のデータ

を読み込む（Import機能）

といった基本的な機能を有しています。

これにより、すでにご利用している会

計ソフトウェアなどで印刷するために、

受信・作成したデータをこれらのソフト

ウェアに読み込ませたり、逆に自社シス

テムなどの外部システムで作成したデー

タを水産物標準アプリケーション・ソフ

トウェアに取り込むことができます。

さらに、自社システムに部分的な作り

込みを行うことで、自社システムに蓄積

されたデータを取り込むなど連携した運

用を図ることができます。

ー機能の拡張ー

プログラムソースレベルで公開されたソ

フトウェアであるため、必要に応じて機能追

加を行うことができます。

②カスタマイズ機能

ー使いやすい画面ー

画面インタフェースを簡単に変更でき

ますので、使いやすい環境に変更して利

用できます。たとえば、

●利用者が必要とする項目のみを画面に表示

する

●各項目の表示幅を設定する

●項目の名称を利用者の環境に合せて変更する

など
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③ｉモード

寄託者から冷蔵倉庫業者へ送信する「出

庫依頼」のEDIメッセージについては、携帯

電話のiモードを使ってデータを作成し、送

信することができます。

冷蔵倉庫業者が設定するURLにアクセス

して利用します。

冷蔵倉庫事業者システム 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 



④掲示板

水産物標準アプリケーション・ソフトウェ

アは、EDI標準メッセージにはない次のよう

な情報の交換を行うために、インターネッ

トを介した「掲示板」を装備しています。こ

38

れらの情報は、卸売業者システムに付属し

た電子掲示板システムに対して、出荷者、卸

売業者、仲卸業者・売買参加者が情報を書

き込んだり、その内容を閲覧したりすること

のできる仕組みです。

卸売業者システム 

出荷者システム 仲卸業者システム 

水揚げ予想 

市場における 
売れ筋情報 市場における相場 

市場への入荷予想 

小売業等への 
売れ筋情報 

出荷・集荷調整 

掲示板 掲示板 

販売・発注調整 

掲示板 

相場 

これらの情報に限らず取引
事業者間で交わされる公開
情報を対象とした運用も可
能です。 
（例：「相場情報」に「休市」
の情報や会社としてもお知ら
せを掲載する等。） 

これらの掲示板は、特に定型化された情

報の交換を行うものではなく、文字データ

（文章）と電子ファイル（表計算ソフトで作成

されたデータや文書作成ソフトで作成され

・商談のような情報の送り主と受け手のみしかわからないような情報の交換を目的としたもので

ありません。

・登録されていない事業者がインターネットを介して情報を閲覧したり情報を書き込んだりする

ことはできません。

(注)

水産物標準アプリケーション・ソフトウェアの導入4

た文書など）を自由に交換するためのもの

です。ここに書き込まれた情報は、卸売業者

で登録設定された関係者のみが一様に閲覧

できます。
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①ファイル転送方式

水産物標準アプリケーション・ソフトウェ

アで作成、登録した情報を、EDIFACTとい

う標準的な形式に変換し、作成されたファ

イルをネットワークを経由して交換します。

この方式の場合には、送信側は「送りつけ

る」操作を行い、受信側は「取りに行く」とい

う操作を行う必要があります。

本ソフトウェアには、H手順（TCP／IP対

応）に対応した通信ソフトウェアが添付され

ています。この方式では民間のＨ手順対応

のメールセンターを利用してファイル転送

を行うことができます。

2. 取引事業者とのデータ交換の方式

出荷者システム 

卸売業者システム 

インターネット 

データ授受 

データ授受 

 

 
データ登録・閲覧用クライアント 
自システムのサーバーにアクセスして、登録され
ているデータの閲覧、新規データの作成・登録
を行う。 

データ蓄積・交換処理用サーバー 
クライアントからのデータの蓄積、
取引先とのデータの送受信を行う。 
ブラウザを介してのデータ登録・閲
覧も可能。 

メールセンター 
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②Ｗｅｂ方式

インターネットで利用されているHTTP

というプロトコルを用いて、入力したデータ

を相手先サーバに直接伝達する方式です。

Ⅰ)卸売業者システムをWWWサーバ、出荷者

システムあるいは仲卸業者システムがクラ

イアントとなるシステム構成。

Ⅱ)冷蔵倉庫事業者システム、運送事業者シス

テムをWWWサーバとし、寄託者（出荷者、

卸売業者、仲卸業者等）がクライアントとな

るシステム構成。

水産物標準アプリケーション・ソフトウェ

アでは、サーバ側のシステムだけでなく出

荷者システムや仲卸業者システムなどのク

ライアント側にもソフトウェアおよびデータ

ベースをインストールすることで、送信した

データに加えて受信したデータも手元に残

すことができます。通信に際しては、現在

広く普及しているインターネットとHTTP

というプロトコルでデータ交換を行うこと

で実現しています。

出荷者と卸売業者の間のデータ交換を例

に図示すると以下のようになります。もち

ろん、その他のデータ交換も同様です。

一般にWeb-EDIと呼ばれる方法では、クライアント側の利用者（たとえば卸売業者システム

に対する出荷者システム）はWebブラウザを通じてサーバ側（卸売業者システム）にアクセス

してデータを読み書きしています。しかし、この方式では作成・送信したデータが自分の手

元に残らないというデメリットがあるため、水産物標準アプリケーション・ソフトウェアでは

このような構成としています。

出荷者システム 

卸売業者システム 

インターネット 

インターネット 

データの送受信 

 

 

データ登録・閲覧用クライアント 
自システムのサーバにアクセスして、登録されている
データの閲覧、新規データの作成・登録を行う。 
基本的には一般的なWebブラウザのみで動作。 

データ蓄積・交換処理用サーバ 
クライアントからのデータの蓄積、
取引先とのデータの送受信を行う。 
ブラウザを介してのデータ登録・閲
覧も可能。 

クライアント側 

サーバ側 

(注)

水産物標準アプリケーション・ソフトウェアの導入4
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WWWサーバとなる卸売業者システム、

冷蔵倉庫事業者システム、運送事業者シス

テムは常時インターネットに接続している

ことが前提となります。データの送受信に

ついては、それぞれ出荷者システム、仲卸

業者システム、冷蔵倉庫寄託者システム、運

送寄託者システム側が送りつける（送信時）

もしくは取りに行く（受信時）という運用に

なります。

3. 稼動環境
水産物標準アプリケーション・ソフトウェア

は、Microsoft Windowsをベースとした環

境で利用することができます。詳細について

は、水産物取引業務標準ソフトウェアのCD-

ROMに同封される「ソフトウェア取扱説明書」

をご参照ください。

また、水産物標準アプリケーション・ソフト

ウェアのデータベースは、Oracle8i Workgroup

Server R 8.1.6を利用しています。このデー

タベースは、各自用意する必要があります。

ファイル転送型による運用時に利用する通

信ソフト（H手順対応）やトランスレータ

（EDIFACT対応）は、水産物標準アプリケー

ション・ソフトウェアに添付されています。

4. 自社システムとの連携
EDI取引を行うことを検討した結果、既存の

自社システムがあり、水産物標準アプリケー

ション・ソフトウェアのデータを自社システム

等で活用する場合には、両システム間のデー

タ交換をする仕組みを作る必要があります。そ

の際には、連携部分は各社が独自開発するこ

ととなります。

水産物標準アプリケーション・ソフトウェア

は、標準コード及びEDI標準メッセージに準拠

していますので、取り込むためには、コードの

変換やメッセージの取捨選択を行います。出

荷者システムを例にすると、具体的には次の

ように卸売業者から受けた仕切情報を既存シ

ステムの経理情報等と連携し、請求情報を作

成して再度水産物標準アプリケーション・ソフ

トウェアを介して卸売業者に送信するなどを

行います。



　EDIFACTトランスレータとは、各社のフォーマットで記述されたデータをEDIで送
信するためにEDIFACTの規約に準拠した標準書式へ変換する、あるいはその逆の変
換を行うプログラムです。 

ＥＤＩＦＡＣＴトランスレータとは 

　H手順とは、経済産業省により流通業のEDIのための新たな標準通信手段として位
置付けられ、流通標準EDIの標準通信手順に指定されているコンピュータ間での通信
の方法、順番を決めた通信プロトコルの１つです。特徴として、ISDN回線に対応し、Ｊ
手順の約26倍の高速通信を実現、また漢字データの取り扱いが可能です。「食品流通
情報化基盤開発事業」では、通信プロトコルとしてH手順を推奨しています。H手順通
信ソフトとはこのH手順でコンピュータ通信を行うためのソフトウェアです。 

Ｈ手順通信ソフトとは 
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水産標準ソフト 
〔卸売業者システム〕 

既存システム 
（自社システム等） 

項目取捨選 

《標準メッセージ→ 
　自社システム対応》 

《CSV→ 
　自社システム対応》 

＊標準メッセージにあり自社システムにない情報にはブランクを入れる等 

 

＊自社システムにあり、標準メッセ－ジにない情報は削除 

：　データ送受信の仕組みが必要な機能 

：　データ変換が必要な機能 

開発が必要な機能 

開発が必要な機能 

仕切情報 
（CSVファイル） 

請求情報 
（CSVファイル） 

《標準コード， 
標準メッセージ順》 

《自社コード， 
　自社システム用情報のみ》 

《自社コード， 
　自社システム用情報のみ》 

データ形式 
変換 

コード 
変換 

メッセージ 

項目取捨選 
データ形式 
変換 

コード 
変換 

メッセージ 

 《標準コード→ 
　　自社コード》 

《自社システム→ 
　標準メッセージ順》 

《自社システム対応→ 
　　　　　　　CSV》 

 《自社コード→ 
　　標準コード》 

仕切情報 

請求情報 

社内システム 
処理 

水産物標準アプリケーション・ソフトウェアの導入4
ＥＤＩシステムと既存システムとのデータ連携例（出荷者システム）


